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北広島市

作成部署 経済部商業労働課整理番号 2904 857

事務区分

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

高村俊昭

事務事業名 小規模事業指導推進費補助事業

作成日 平成22年5月31日

Ｓ44
根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 大道政男 課長職名

〃  終了予定年度

北広島商工会

意　　図

商　業

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　商工会が行う経営改善普及事業では、小規模事業者への巡回指導、融資相談、税相談等の
経営に係る相談を実施しており、市がこれを支援する。

施策） 商業経営の安定

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

商工会が行う小規模事業者の振興と経営安定を図ることを目的とする事業を支援する。

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 力強い産業活動が展開されるまち

節）

【１ 計　画 （プラン）】

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

中小企業基本法　商工会及び商工会議所による小規模事業所の支援に関
する法律　商工会法　北広島市小規模事業指導推進費補助金交付要綱

事務事業開始年度

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

同上

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

目
　
　
的

手
　
　
段

平成21年度まで

対　　象
(誰､又は何を)

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 一般財源 28,754 30,573 33,392 26,656

 その他特財

33,392

0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

450 450

26,656

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05

 ① 合　計 28,754 30,573

23年度(予定値)

450

　総　事　業　費  ①＋④ 29,204 31,023 33,842 27,106

人  件  費
（概算）

 ④ ＝②×③ 450

800 800

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値）

950 950

1,100 1,100

520 520

活 動
指 標

巡回相談件数 500 440

窓口相談件数 950 940

記帳指導件数 520 792

基 本
指 標

市内商工業者数 1,000 1,038

成 果

指 標

巡回相談目標達成率

100 88.00 100.0％

窓口相談実施件数÷窓口相談目標件
数×100

100.0巡回相談実施件数÷巡回相談目標件
数×100

窓口相談目標達成率

％ 100 98.95 100.0 100.0
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整理番号 2904
【３ 評　価 （チェック）】

3

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　小規模事業者の経営に関する諸問題について的確に
対応し、小規模事業者の振興、経営の安定を推進する
商工会への補助は妥当である。

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　小規模事業者に対する巡回相談や窓口相談等の経営
改善普及事業が実施されることにより商工業の改善、
発展に効果を上げている。

－

　商工会は商工業者に経営改善等を直接指導すること
から、本事業の有効性は高い。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

内部評価委員会による評価

－

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

公
平
性

効
率
性

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

現状継続

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

事業担当部局による評価

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【 参 考 】

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

終了

見直し 休止・廃止

外部評価委員会による評価

現状継続前年度の総合判定

総 合 判 定
（方向性）

見直し

拡大重点化

見直し

終了

現状継続 統合

今後の方向性に対する意見

現状継続

　低利な融資などを行うことで事業者負担の軽減により経営基盤を強
化し地域経済の振興を図っていることから継続とする。
（外部評価コメント）事業実態の具体的把握がなされておらず中小企
業者の現場での悩みが明確に伝わっていない状況にある。

拡大重点化

統合

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

平成23年度に向けた具体的な方向性

　小規模事業者の経営安定化を促進し、中小企業の支援を行うことか
ら、当該補助事業は継続する。実施にあたっては、道の補助金額との
整合性を図りながら補助金を交付する。

休止・廃止

終了

現状継続 統合
総 合 判 定

（方向性）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

休止・廃止拡大重点化
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整理番号 2904 ＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 小規模事業指導推進事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島商工会　会長　上原康雄 設立年 昭和44年

 交付先団体等の
 活動目的

　商工業の総合的な改善発達を図り、経営改善普及事業の実施と併せて社会の福祉増進に寄与す
ることを目的とする。

 構成員(団体)数 ６９８事業所

２２年度 (予算)

（22年3月末現在）

事務局の状況
（21年度）

 交付先団体等の
 活動内容

・商工業者の金融・信用保証の相談、あっせん
・経営・技術の改善、税務、経理、労務、社会保険等の相談
・各種講習会、講演会の開催　　　　・商工業に関する調査研究
・国及び道からの指定事業の実施

■補助団体にある

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

15,000

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

27,026

□市役所にある

20,927 21,278

２１年度 (決算)区　　　　分 ２０年度 (決算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 30,554 36,606

諸収入 6,849

国・道補助金 19,786

繰越金 675 1,428 1,795

3,221

15,260

24,110

6,615

会費 14,746 14,857

収　入　合　計 （Ｂ）

手数料・使用料・受託料 15,220 15,427

87,830 95,860 83,580

24,675

16,670

1,530

15,119

0

経営改善普及事業費 31,262 31,473

0予備費

地域振興事業費 14,993 20,636

管理費 18,421

25,840

14,766

繰入引当金 328 1,176 1,650

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 1,428 1,795 0

支　　出

経営改善普及事業職員設置費 21,398

支　出　合　計 （Ｃ）

32

50,51552,660

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

54

補助・交付金の算出根拠
補助対象経費の内、北海道小規模事業指導推進費補助金要綱による補助金を超え
る額の100分の100

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 58

55,583

66

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ）

86,402 94,065 83,580

経営改善普及事業職員
設置費、経営改善普及

事業費

経営改善普及事業職員
設置費、経営改善普及

事業費

経営改善普及事業職員
設置費、経営改善普及

事業費

35 39
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別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

作成部署 経済部商業労働課 858整理番号 2905 事務事業名

事務区分 ☑自治事務　　□法定受託事務

住まいのサポート事業

北広島市住まいのサポート事業補助金交付要綱

部長職名 大道政男 課長職名 高村俊昭 作成日 平成22年5月31日

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

事務事業開始年度 H19
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 力強い産業活動が展開されるまち

節） 商　業

施策） 商業経営の安定

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

企業グループ

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　市民が抱える住まいに関する課題と地域に根ざした企業活動の推進のために、建設業を中
心とした企業グループに対し支援する。

【事業費の推移】

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　団体のPR活動、営業活動をさらに強化し、事業実績の向上を図られるよう支援する。
　市民が利用できる無料相談では、リフォーム、除雪、造園等に加え、住宅エコポイントに
ついても対応していく。

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

■チラシの新聞折り込み、ホームページの開設等による市民への周知
■住宅に関連する諸問題、リフォーム相談等の受付、見積り、施工等
《これまでの施工実績》●平成19年度（11月事業開始）　13件受注　1,947,286円
　　　　　　　　　　　●平成20年度　　　　　　　　　39件受注　6,202,798円
　　　　　　　　　　　●平成21年度　　　　　　　　　36件受注　6,495,094円

20年度決算 21年度決算 22年度予算

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

23年度の予定

 地方債

 道支出金

0.05

直接事業費

 国支出金

 一般財源 1,225 1,133 1,000

 ① 合　計 1,225 1,133 1,000 0

 その他特財

0

0

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 1,675 1,583 1,450

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05

22年度(予定値） 23年度(予定値)

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値)

活 動
指 標

問合せ件数・相談件数 120 117

基 本
指 標

120

成約件数 80 36 80

契約金額 12,000 6,495 12,000

成 果

指 標

成約率
％ 67

平均契約額
千円 150

31 67 #DIV/0!
【成約件数÷相談件数】

180 150 #DIV/0!
【契約金額÷成立件数】

【指標の定義（算式等）】
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整理番号 2905
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　市民が安心して相談・施工依頼できる地域に根ざし
た事業者の育成が必要である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　事業PRのチラシ全戸配布、独自のホームページ等、
知名度拡充への費用対効果はある程度認められる。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　団体のPR活動、営業活動をさらに推進することによ
り成約件数、契約金額の増加が見込まれる。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

－

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

－ 見直し前年度の総合判定 見直し

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

　当初平成19年度から3年間で事業を終了する予定であったが、補助団
体と協議し、今年度については広告宣伝費のみを補助対象経費として
実施することとした。従って、平成23年度についての当該事業は廃止
を検討する。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり平成２２年度で廃止する。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合
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別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 2905 ＜継続用＞

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 住まいのサポート事業補助金

交付先の名称
及び代表者名

きたひろ安心住まいるサポートグループ　代表　児玉　正文 設立年 平成19年

☑運営費・事業費の双方に充当

１１団体 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

　住民の住環境に対する様々なニーズに対し、建設業者が持つ経営資源を提供することにより地
域に根ざした事業活動の推進し、市民が抱える様々な課題を解決できる仕組みを構築する。

 交付先団体等の
 活動内容

住宅設計・建築全般、内外リフォーム等の住まいに関する問合せ・相談の受付並びにそれに伴う
契約・施工の他、国による住宅エコポイントの問合せ・相談にも対応していく。

 構成員(団体)数

２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

☑補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当

本市補助･交付金の額（Ａ） 1,225 1,133

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算)

広告宣伝費協賛金 500 550

1,000

受注事業手数料 309 324 400

雑収入 0 1

550

建設業協会支援金 309 308 567収　　入

収　入　合　計 （Ｂ） 2,563 2,341

1

繰越金 220 25 8

2,526

50 50 0

支　　出

職員給与 996 996 480

旅費・通信費 81 65 40

備品費 0 0 0

消耗品費 0 0 2

事務用品費 4

広告宣伝費 1,225 1,220 2,000

0 2

修繕費 180 0 0

雑費 2 1 2

9

支　出　合　計 （Ｃ） 2,538 2,332 2,526

事業費・運営費
 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業費・運営費 事業費・運営費

0繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 25

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 2,450,872 2,266,000

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

48 49 40

2,000,000

補助・交付金の算出根拠
下記①及び②の1/2以内の額（限度額100万）
①パンフレット・ビラ等広報費
②車両燃料費及び日当

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 0 0 0
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別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

作成日 平成22年5月31日

整理番号 2905 補助金等名 住まいのサポート事業 作成部署 経済部商業労働課 858

部長職名 大道政男 課長職名 高村俊昭

〃  終了予定年度

上位施策との関連 章 力強い産業活動が展開されるまち

施策）

事務区分 ☑自治事務　　□法定受託事務

補助金等の概要
市民が抱える住まいに関する課題と地域に根ざした企業活動の推進のために、建設業を

中心とした企業グループに対し支援する。

交付開始年度 Ｈ19
根拠法令等 北広島市住まいのサポート事業補助金交付要綱

21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 商　業

施策 商業経営の安定

道支出金

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分

一般財源 1,133 1,000

地方債
交付金額

国支出金

その他特財

合　計 1,133 1,000

チェック項目 採点 選択理由、説明等

評　価　

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か 　　□有　　　　☑無

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

5

市民が安心して住まいに関わる様々な相
談ができる窓口として、重要な役割を
担っている。また、地域の業者を活用す
ることで地域振興が図られる。

×３＝

15

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

5 住まいに関する問題解決には、専門的な
知識を有するため、市民のニーズがあ
る。(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・

活動である
4

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4 市民の安全で安心な住環境の確保。
地域の建設業･造園業等の活性化が図られ
る。(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ

5

要綱に基づき、市が公募し認定した企業
グループに対する補助であり、団体の活
動内容と補助目的が合致していることか
ら適格である。

採点合計 37


